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別紙１                     会派「日本共産党福知山市会議員団」 

 

 

  

視 察 日 平成２９年 ５月２５日（木） 

視 察 先 

静岡県富士市 

人口 ２５６，１２６人 （平成２９年４月１日現在） 

市面積 ２４４．９５ｋ㎡  

議員定数    ３２人 

調査項目 
 

施策・取組等 

 

富士市産業支援センター（エフビズ）の意義と運営状況について 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

福知山市が産業支援センターを設置するにあたり、その活動のモデルとされ、

また支援を受けることになっている富士市産業支援センターを視察した。 

センター長から、直接、センター設置の動機や活動内容、事業展開の成果など

の説明を詳細に受け、施設を見学することとした。 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

富士市は１９９０年代以降のグローバル経済の進展や円高などに伴う生産現

場の海外移転などによって、産業界も活力を失っていった。 

そのため市は、２００６年３月に工業振興ビジョンを策定し、企業支援に向け

た総合的な調整相談窓口となるワンストップサービス拠点の整備を打ち出した。

それを受けて２００８年８月に開設したのがエフビズである。 

支援対象は産業全般とし、支援の手法は制度紹介ではなく相談業務を中心とし

た「人による支援」で、継続的な密着指導が特徴である。相談者と同じ目線で課

題や解決点を捉え、アドバイスだけでなく問題解決の具体策を提案している。 

コンサルティングに当たっては、経営から金融、宣伝、IT など幅広い６人の

専門アドバイザーを揃えチームで年間４０００件以上の相談に対応している。そ

のうち７割以上が売り上げ向上につながり、１５９組の創業に係っている。 

●産業支援センターの開設に当たっては、 

・開設自治体（首長）の本気度が問われる。３年で結果が出なかったら廃止する

と市民に宣言して事業を開始する。 

・アドバイザーの全国公募は１回で最適者がない場合は２回目の募集を行う。選

定については小出氏（センター長）が責任をもってあたる。 

・アドバイザーは結果が出せなかったら即辞めてもらう。 

・月１００万円の報酬は決して高くない。それ以上の所得者が意気に燃えて応募

して結果を出す人材を着任させることが前提だ。 

・センターの設置場所は、駐車場確保など相談に来やすい最高の環境が必要だ。 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

産業支援センター運営にあたっては、既存組織の寄せ集め法人ではなく機動的

な業務委託法人の設立が求められる。 

中小企業支援が市の経済の好循環をもたらすよう、市民・行政・中小業者の共

通認識の醸成が求められる。そのためには、産業支援センターの開設だけでなく、

中小企業振興基本条例の策定や総合計画の産業振興実施計画の策定が求められ

る。 



別紙２                  会派「日本共産党福知山市会議員団」 

 

視 察 日 平成２９年５月２６日（金） 

 視察先 

山梨県北杜市 

人口   ４７，５５８人 （平成２９年４月１日現在） 

市面積  ６０２．４８ｋ㎡  

議員定数     ２２人 

調査項目 
 

施策・取組等 

地域包括ケアシステムについて 以下５項目 

１．地域資源の発掘から事業の担い手に育てるための努力 

２．通所型サービスの内容と開設の頻度、市の事業費 

３．生活支援サービスの利用実態 

４．医療と介護・福祉の連携の実現 

５．事業開始の平成２４年度から５年間の成果と課題 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

北杜市は全国にさきがけて地域資源を生かした総合事業が展開されてきた。 

 平成２４年度から介護予防・日常生活支援総合事業が行われ、平成２５年から

新しい総合事業に取り組まれてきた経緯がある。 

先を走る地域包括ケアシステムの状況をぜひ視察し、福知山市の施策に生かし

たいと考えた。 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

 北杜市は、平成１６年１１月１日に７町村が対等合併し、さらに平成１８年３

月１５日に小渕沢町を編入合併し誕生した市で、広大な面積に世帯数は２０，６

４１である。 

 平成２２年に高齢者日常生活圏域ニーズ調査のモデル事業を実施した結果、車

に頼らなければ外出できないなどの理由で外出頻度が少なく、老人クラブへの参

加率も低下、高齢者の交流機会が少なくなっている現状があった。 

 平成２４年度から、介護予防・日常生活支援総合事業が行われ、通所型予防サ

ービス９カ所、生活支援サービス（配食サービス、安否確認など）４カ所が開始

された。 

 さらに平成２５年度からは新しい総合事業の検討が行われた。 

 まず、チェックリストにより、必要と判断された人は要介護認定を申請。 

訪問型サービス（社協３カ所、梨北ネットワークが受託）、通所型サービスＡ

は９カ所、住民主体によるサービスＢは３カ所で実施。 

短期集中サービスＣは３カ月から６カ月の期間で実施され、卒業後は通所型サ

ービスＡや自主グループが実施するサービスを受ける。 

通所サービスＡは１人２，５００円を市が負担、利用者負担は５００円。通所

サービスＢは２００円から１，０００円と利用内容により様々。 

平成２９年１０月からは、要支援者を対象に移動支援モデル事業を実施予定。 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

 北杜市は、早く（平成２４年度）から、地域資源を生かした総合事業が展開さ

れてきた。 

 福知山市では、今は現行サービスが継続されている。 

 専門職によるサービスの提供は重要だ。 

 今後、医療との連携、地域資源の掘り起こしなど、地域づくりの観点を念頭に

取り組みをすすめることが重要だ。 



 

 

福知山市議会「 蒼 士 会 」 

行政視察研修報告書 
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別紙 1                                会派「 蒼士会 」 

視 察 日 平成２９年 ７月 １２日（水） 

 

視 察 先 

青森県五所川原市 
人口 56,148人 （平成 29年 4月 1日現在） 

市面積  404.18ｋ㎡  

議員定数  26人 

調査項目 
 

施策・取組等 

まちなかパーク整備事業とまちなか五所川原の活動 

〔五所川原市中心市街地活性化事業とまちなかパーク整備事業〕 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

福知山まちづくり会社、福知山憩いの広場（ゆらのガーデン、丹波生活衣

館）、ＳＬ資料館、中心市街地活性化事業・まちなか観光事業、駅正面リニュー

アル事業など、福知山市が展開する中心市街地活性化基本計画の主要事業との比

較検討として、五所川原市で進められてきた施策の状況と、中心市街地の回遊性

向上に対する効果を調査するとともにまちづくりに携わる NPO 法人との連携体

制の視察を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

五所川原市では、平成 12 年に中心市街地活性化基本計画が策定され、平成１

７年度より五所川原大町２丁目地区都市再生土地区画整理事業が推進されてき

た。 

まちなか「思い出」パーク開設後の事業展開については、中心市街地の内、商

店街ゾーンを１つのゾーンとして、それぞれのゾーンごとに取組を行い、中心的

な「大町２丁目・ハイカラ町ゾーン」が重点的な最重点エリアとして位置づけら

れ、中心市街地活性化の起爆剤として「立佞
た ち ね

武
ぶ

多
た

の館」と大町２丁目土地区画整

理事業が推進されている。 

中心市街地の回遊性

向上に対する効果は、

大きな観光資源であ

る、高さ２３ｍの立佞
た ち ね

武
ぶ

多
た

を市内に山車巡航

をするため、中心市街

地の電線地中化に早く

から取り組み、立佞武

多展示収納を兼ねた立

佞武多館から中心市街

地の立佞武多の回遊を

観光客と共に可能と

し、コースに設置され

ている“まちなか「思

い出」横丁・太宰 治「思い出」の蔵”等に立ち寄ることが出来る。 

まちづくりに携わるＮＰＯ法人との連携について、平成１９年１月に設立され

たＮＰＯ法人「おおまち第２集客施設整備推進協議会」が主体となって事業構想

が策定されており「太宰 治」生誕１００年詭弁イベントを開催し、新幹線の開

業、更には第２集客施設である太宰治「思い出」の蔵トカトントンスクエアを集

客施設として相乗効果を活かした事業推進をめざしている。 

新しく整備された、トカトントンスクエア建設効果測定数値のまとめからは、祝

祭日共に歩行者数については、平日は目標を達成しないものの、休日は目標を大

きく超えた数値を記録しており、施設の建設が少なからず人の流れに影響を与え

ていると考えられる。 

立佞
た ち ね

武
ぶ

多
た

の館 



 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

五所川原市では、中心市街地活性化事業である地区都市再生土地区画整理事業

は終焉にはいり、各施設の入込客、各商店街の売り上げが、２０１５年を境に極

端な減少に転じている。 

今後は、五所川原市の創業支援制度の活用や市内の若者・高校生によるまちな

か活性化プロジェクトへの支援や、商店街で開催される「五所川原バル」などの

イベント協力店との連携強化で、人の流れの定着化に注力する考えという。 

福知山市における中心市街地の活性化は、五所川原市と同様の衰退化の現状が

見て取れる。今後の福知山市がどのような総合展開を図っていくべきなのか、将

来への大きな課題に対する現地視察を行うことが出来て、大いに参考となった。

今後の活動に活かして行きたい。 

 

 

  



別紙２                                会派「 蒼士会 」 

視 察 日 平成２９年 ７月 １３（木） 

 

視 察 先 

北海道函館市 
人口 263,706人 （平成 29年 4月 1日現在） 

市面積  677.83ｋ㎡  

議員定数  30人 

調査項目 
 

施策・取組等 

公立はこだて未来大学 

〔社会連携の展開と大学経営の現状〕 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

公立はこだて未来大学の設立経過と広域連合による運営手法、先進的な教育理

念による教育の実践状況、社会連携についての取り組み状況と学生確保の考え方

や就職状況と地域との連携関係等を福知山公立大学と比較検討するために視察を

行った。 

 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

「公立はこだて未来大学」は、平成 9 年 11 月に函館圏公立大学広域連合によ

り設置され、平成 12 年 4 月に開学、その後、平成 20 年に地方独立行政法人法に

基づき函館圏公立大学広域連合（函館市、北斗市、七飯町）が「公立大学法人公

立はこだて未来大学」を新たに設立して、広域連合による管理をおこなってい

る。 

教学理念は、【情報アーキテクチャ学科】においては、情報科学、情報工学を

核とした既存の情報系カリキュラムに加え、コンピュータ・グラフィックスな

ど、情報をカタチにする技術、そして認知心理学、デザインを核とした「人との

関係」の科学を教え、人とコンピュータシステムの新しい関係を切り開く人材を

育てることを理念としている。 

【複雑系知能学科】では、複雑化する社会、自然、人間－機械の知能をシステム

の視点から捉え、複雑な問題の分析にアプローチし、人工世界や人工知能を構成

してシミュレーションに取り組み、道具やソフトウェアを設計できる力を持った

人材を育てることを目的としている。 

 

■大学の概要 

〇システム情報科学部（定員 240名）  ・情報アーキテクチャ学科(定員 120名) 

                   ・複雑系知能学科（定員 120名） 

〇システム情報科学研究科（定員 130名） ・博士（前期）課程（定員 50名） 

                    ・博士（後期）課程（定員 10名） 

 

学生数（平成 29年 5月 1日現在） 

〇学部 1,059名   〇研究科 130名（前期課程 114名、後期課程 16名） 

〇教員 69名〔内外国人 10名〕 
 

 

 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

 

「公立はこだて未来大学」は ICT 教育に特化した大学であり、設立にあたり、大

学校舎においてもオープンスペース･オープンマインドの建学ポリシーのもと、

近未来的な教育環境作りが貫かれており、大学校舎は 2002 年に日本建築学会賞

作品賞を受賞しており、「一度はたずねたい大学の名建築」ランキングでは、1

位.東大安田講堂、2 位.早稲田大学大隈記念講堂、3 位.神戸女学院大学に次いで

4位にランクインしている。 

内部は、1 階から 5 階まで吹き抜け空間のひな壇型スキップフロアー構成にな

っており、研究室やミーティングルーム等がパーテーションで仕切られた状態で



 

考  察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

混在し、上部から一目で

見渡せる空間構成になっ

ている。ひな壇の下側に

は、講義室や研究室、教

員室などが配置されてい

る。講義室は廊下との仕

切り壁が透明のガラスと

なっており、通路から講

義やゼミの様子が見える

のには驚かされる。 

校舎は大学というよ

り、現代的な大企業の主

要オフィス又は IT 企業

の事業所のようでもあ

り、従来の大学校舎のイメージからはほど遠い先駆的な建物である。 

「公立はこだて未来大学」への入学者は、全国にわたっており、函館圏域から

の入学者は、約２０％程度であるが、特殊な分野ということもあり、就職率は昨

年実績で、９９．２％と極めて高く、６０％以上は首都圏の大手企業への就職状

況となっている。これについては、函館地域には、受け皿となる ICT 関係の企業

が少ないことも影響していると説明を受けた。しかし、近年では、大学が存在す

ることで、逆に ICT 関連企業の進出の動きもあり、地域経済の活性化という点で

も函館圏エリアに好影響を与えつつあると聞いた。 

「公立はこだて未来大学」は地域に立脚する公立大学として、未来の社会を拓

く教育・研究を実践する大学として、「社会連携」を教育・研究に並ぶ第 3 の活

動の柱としており、次の 3つの柱のもとで実践されている。 

1． 社会とのつながりを重視した実践－教育・研究活動 

社会の一歩先、人間の一歩先を見つめながら、教育･研究の社会的実践の

場を求めて、地域社会や産業と連携する。 

2． 社会の技術的・経済的発展への貢献－産学連携・技術移動活動 

社会のニーズ、地域のニーズを鋭敏に察知し、常に一歩先を行く技術やア

イデア、問題解決を提案することで、産業や経済の発展、地域社会のイノ

ベーションに貢献する。 

3． 社会の未来を市民と共に創る－地域連携活動 

大学もまた地域社会の一員として、教育･研究にとどまらない多様な活動

を地域の様々な活動の芽と、本学の教育・研究の資源を融合させながら、

ユニークな社会連携活動を展開する。 

 

産学官連携の一例としては、モバイル IT を利用し、市民一人ひとりが持ちあ

るくことができるリアルタイム自動配車システムの「スマートシティはこだて」

や、タクシー会社と連携して乗降位置や車両運行状況を基に、最も効率的に配車

決定しドライバーへ自動で送迎指示を行う完全リアルタイムフルデマンド交通シ

ステムの実証実験などを重ねている。 

 

「公立はこだて未来大学」は函館圏公立大学広域連合による運営が行われてい

る。函館市による運営費支出は大きく、大学の年間収支総額は平成 29 年度予算

で約 24 億円。その内、運営費交付金収入は約 15 億円であり、福知山公立大学の

年間収支予算 6 億円規模と比較しても大きな差異がある。これについては、学年

定員は 240 人規模であるが、特殊な学科構成による地方交付税算入額の違いがあ



 

考  察 
 

り、学生一人当たりの算定額による差が出ている。「地方交付税額は机上の算定

としては 19 億円ほどである」とのことであるが、市の規模や財政基準額、大学

の規模など様々な要因が加味されており、函館市から大学への交付金としては算

定上の 19 億円より少ない約 15 億円となっているという説明を受けた。また、予

算については、特殊事項を折り込んだ上で、3 年間の据え置き型予算となってお

り、使わなければ最後に清算する方式をとっている。 

今後の１８歳人口の減少に対しては、大きな危機感を持っているということ

で、対策としては、学生にとって魅力的な大学となるよう、教員の質の向上と海

外からもメジャーな教員を獲得していくことで、教育の質を上げていくことが重

要と話された。 

福知山公立大学と最終的な学生数は大きく変わらないが、大学環境、教育設

備、専門性、そして年間収支額の違いなど、多くの点で考えさせられる所は多

い。 

 

 

  



別紙３                                会派「 蒼士会 」 

視 察 日 平成２９年 ７月 １４日（金） 

 

視 察 先 

北海道函館市 
人口 263,706人 （平成 29年 4月 1日現在） 

市面積  677.83ｋ㎡  

議員定数  30人 

調査項目 
 

施策・取組等 

函館市地域交流まちづくりセンター 

〔中心市街地の活性化効果と指定管理による運営の現状〕 

視察理由 
事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

中心市街地の活性化回復のために、「函館市地域交流まちづくりセンター」が回遊

性向上、観光にどのような効果を上げているか、また、指定管理者制度による運営

がどのような体制で行われ効果を上げているか調査視察した。 

 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

函館市地域交流まちづくりセンターは、大正１２年創建の丸井今井呉服店函館

支店として建てられた建物を再利用したもので、市民交流やＮＰＯ・市民活動の

支援や観光案内をはじめ地域情報の発信を通じ，函館地域のコミュニケーション

やまちづくり活動をサポートしている。 

運営は、函館市から指定

管理者制度により「特定非

営利法人ＮＰＯ法人サポー

トはこだて」に委託され、

常勤職員７名と非常勤職員

４名で運営されている。 

年間の利用者数は、平成２

８年度において１２２，８

３４人、函館市からの管理

委託料は５年間で２１７，

０１５千円となっている。 

 

 

 

主な事業は 

○市民活動支援事業   講座開催、情報収集、情報発信、相談業務等 

○社会参加促進事業   生涯学習、ボランティア 

○移住サポートデスク  移住者との市民交流、情報発信 

○定住サポートセンター 移住検討者の相談、情報発信 

○提案事業    情報発信、情報誌発行、おすすめ散策ルート、歴史と 

祭事コーナー運営、各種講座の開催、喫茶の運営 

○自主事業     講座開催、備品貸出等 

○総合窓口    情報の一元化 

函館市では、平成１７年２月に定住人口の確保、地域の活性化、新産業の創出や

雇用の確保を図るため、定住者誘致促進事業の取り組みを開始し、移住を検討され

ている方に対するワンストップ窓口として、市役所企画部に「定住化サポートセン

ター」を設置した。 

平成２１年５月に、移住された方が、地域の様々な活動に参加しながら充実した

生活を送ることができるように、暮らしや地域交流に関する相談・情報提供を行え

るように、地域交流まちづくりセンター内に「移住者サポートデスク」を設置し、

同センターを運営する特定非営利法人ＮＰＯ法人サポートはこだてに委託した。 



 

調査概要 
 

 その後、利用者の利便性および業務の効率化を図るため平成２４年４月に、市

役所の定住化サポートセンター業務をまちづくりセンター（特定非営利法人ＮＰ

Ｏ法人サポートはこだて）へ全て委託し、移住の検討段階から移住後の暮らしの

サポートまで一貫した体制で対応している。 

◆実績（平成１７～２８年度末、サポートセンターを通じての移住者） 

○相談件数 １，６９５件 

○移住者 １１８組２１９人 

 

 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

現在、函館市地域交流まちづくりセンターは、研修室、フリースペース、会議室

を設け、地域の情報発信やＮＰＯや市民の交流の場の提供や支援活動を行い、広く

市民の方々に利用されている。 

また指定管理者制度で委託、運営している「特定非営利法人ＮＰＯ法人サポート

はこだて」は、建物の施設管理を基本としながら、民間ならではの柔軟な発想

で、利用者の立場に立った効率的な運営を行っている。 

特筆すべきは、当施設の場合、一定以上の利益が発生した場合に利益の一部を市

へ納付する特約を定めておらず、それが、施設運営のモチベーションアップに大き

く作用していると感じた。 

（福知山市の場合、総収入の２０％を超えた利益分について市へ２分の１納付す

る。しかし、赤字が生じた場合、赤字分の補てんは行わないものとする）と規定さ

れている。 

◆移住業務について 

市民交流やＮＰＯ・市民活動をサポートしていた函館市地域交流まちづくりセ

ンターに、定住化サポートセンター業務を統合することにより、移住後の市民活

動、社会参加が一元的に展開できているというメリットが生まれている。 

また、当初４人いた移住担当の行政職員は、「移住者サポートデスク」の設置時

に２人となり、定住化サポートセンター業務の委託を機会に０人となっており、

行政の事業を全て民間に委託しており、行政コストの削減が行われている。 

このように指定管理者制度で民間に委託し運営するだけでなく、多角的な機能を集

約することにより、複合的な効果を望むという手法と、移住という行政事業の完全

委託という手法は、財政運営においてもヒントになると感じた。 

 



 

 

福知山市議会「 大 志 の 会 」 

行政視察研修報告書 

 

 

１ 視察日程 

   平成２９年７月５日（水） 

平成２９年８月２日（水） 

 

 

２ 視察先及び調査項目 

（１）兵庫県新温泉町 

「定住自立圏構想について」 

（２）京都府南山城村 

「定住自立圏構想について」 

   （３）奈良県天理市 

     「定住自立圏構想について」 

 

３ 参加議員 

高宮辰郎、桐村一彦、西田信吾  以上３名 

 

 

４ 調査報告 

別紙のとおり 

 

  



別紙１                           会派「 大志の会 」 

 

視 察 日 平成２９年７月５日（水） 

視 察 先 

兵庫県新温泉町 
人口  １４，８１９ 人 （平成２９年４月１日現在） 

市面積   ２４１．０１ ｋ㎡  

議員定数    １５ 人 

調査項目 
 

施策・取組等 

定住自立圏構想について 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

定住自立圏締結に向けての取組みと課題 

 

定住自立圏を締結した近隣市町村として選定 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

 

◎新温泉町における定住自立圏の現状 

・ 平成 17年に浜坂町と温泉町が合併して新温泉町となった。兵庫県

但馬地方の西端に位置し、鳥取県と接している古くから鳥取県東部圏

域と生活、文化、経済などで繋がりが深かった。 

・ 平成 24年 3月に「鳥取・因幡定住自立圏」（中心市は鳥取市、他に

鳥取県内の 4町）に、平成 25年 7月に「但馬定住自立圏」（中心市は

豊岡市、他に養父市、朝来市、香美町）にそれぞれ参加した。 

課題としては補助事業を使って連携事業を行うときに申請又は経由

する県が異なることである。 

・ 連携事項としては鳥取市とは医療、産業振興、福祉、地域公共交通、

インフラ整備、人材育成など。豊岡市とは救急医療（ドクターカー）、

観光振興、防災、交流・移住促進などがある。 

・ メリットとしては、連携事業に交付税が活用できること。単独では

困難な事業に取り組めること。複数の定住自立圏に参加することによ

り連携事業のバリエーションが増えることがある。デメリットとして

は会議や協議などの事務処理が増えること。 

・  古くからの繋がりがあり、いずれの中心市に対しても抵抗はなかっ

た。合併されるという意見もあったが問題にならなかった。 

・ 定住自立圏導入後は人口減少の鈍化の効果があった。観光について 

も連携してＰＲしているので効果が期待できる。 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

 

◎福知山市政に活かすこと 

・ 本件は複数の定住自立圏に参加し、かつ県境を越えた連携を行うケ

ースであるが、会議などが増える以外にデメリットはなく、成果を

上げていると認める。本市においても丹波市などの特に交流人口が

多い市との連携を図る上で参考になる。中心市に対する抵抗は考え

られるが、本件のように連携事業のバリエーションを増やし、メリ

ットを増大させることで解消できるものと考える。 

 



別紙２                           会派「 大志の会 」 

  

視 察 日 平成２９年８月２日（水） 

視 察 先 

京都府相楽郡南山城村 
人口  ２，８２９ 人 （平成２９年９月３０日現在） 

市面積   ６４．１１ ｋ㎡  

議員定数    １０ 人 

調査項目 
 

施策・取組等 

定住自立圏構想について 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

定住自立圏締結に向けての取組みと課題 

 

定住自立圏を締結した「近隣市町村」として選定 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

 

◎南山城村における定住自立圏「伊賀・山城南定住自立圏」の現状 

・ 南山城村は京都府の南東端に位置し、奈良県、三重県、滋賀県と接して

いる。面積は 64.11㎢、人口は 2,836人（7 月末）。古くから隣接する三重

県伊賀市は生活圏であり、婚姻関係のある住民も多く、文化、経済、教育

などで繋がりが深かった。中心市は三重県伊賀市。他に京都府笠置町。 

・ 手仲村長の説明によれば、平成 17年から伊賀市民病院への救急受け入れ

が医師不足により拒否されたことをきっかけに、伊賀市との新たな連携を

模索していたところ定住自立圏構想に至った。村からの要望に伊賀市は応

えてこなかったが、現市長は導入に積極的であったので昨年 10月に協定を

締結した。 

・ 平成 29 年 6 月 16 日に「伊賀・山城南定住自立圏共生ビジョン」を策定

した。今後は医療、教育、産業振興、環境、防災などの生活機能の強化や、

公共交通、人材育成に取り組んでいく。 

・ 役割分担については中心市の伊賀市主導で進めている。 

・  古くからの繋がりがあり、自治体の規模も大きな違いがあるので中心市

に対しても抵抗はなかった。議会の反対もなかった。 

・ 具体的なメリット、デメリットについては今後の取り組みを進める中から

出てくるとしている。 

 

 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

 

◎福知山市政に活かすこと 

・ 本件は県境を越えた連携を行うケースであるが、元々古くからの繋がり

があり抵抗はなかった。本市においても丹波市などの特に交流人口が多い

市との連携を図る上で参考になる。なお、同席した副議長は自治体の規模

の違いが導入のきっかけになると強調していたが、同時に住民同士の繋が

りが重要であることも確認できた。本市においても周辺の市町との長い交

流があることから、メリットを共有できることを確認しあうことで導入に

向けた取り組みを進めたい。 

 



別紙 ３                          会派「 大志の会 」 
 

視 察 日 平成２９年８月２日（水） 

視 察 先 

奈良県天理市 
人口  ６５，９９７ 人 （平成２９年３月１日現在） 

市面積   ８６．４２ ｋ㎡  

議員定数    １８ 人 

調査項目 
 

施策・取組等 

定住自立圏構想について 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

定住自立圏締結に向けての取組みと課題 

 

定住自立圏を締結した「中心市」として選定 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

 

◎天理市における定住自立圏「大和まほろば広域定住自立圏」の現状 

・ 天理市は奈良県北部に位置し、北は奈良市に接して大阪から 1 時間程度

の距離にある。天理教とともに発展してきた。面積は 86.42 ㎢、人口は

67,398人（27年国勢調査）。定住自立圏の中心市。 

・ 中心市宣言は平成 26 年 12 月。周辺の山添村、三宅町、川西町、田原本

町の３町１村と連携し圏域を形成する。 

・ 導入については 25 年 10 月に市長が決断した。当初は大和郡山市、桜井

市も想定していたが、協議の過程で３町 1 村となった。決定に関して議会

での検討結果は概ね賛同があり特に問題はなかった。市長と各首長が折に

触れて協議したため、中心市になることに周辺町村との軋轢はなかった。 

・ 連携事業としては①公共施設相互利用促進（全市町村）、②文化・スポー

ツ交流促進（全市町村）、③移動図書館車巡回拡大（山添村、三宅町、川西

町）、④スクールカウンセラー巡回相談（山添村）、⑤広域観光連携（三宅

町、川西町、田原本町）、⑥災害時相互応援体制整備（全市町村）、⑦コミ

ュニティバス相互連携（川西町）、⑧主要鉄道駅周辺まちづくり（三宅町、

川西町）、⑨職員等合同研修、人事交流推進（全市町村）などを実施してお

り、今後も拡張する方針である。 

・ メリットとしては、連携の強化、財政措置、有利な事業債、国からの支

援（単独よりも有利）などがある。デメリットとしては会議や協議などの

事務処理が増えること、日程調整が困難なことがある。 

・ 市民に対する説明はパブリックコメントを実施し、24件の意見があった。 

 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

 
◎福知山市政に活かすこと 

・ 本件は４町村と連携し定住自立圏を形成する中心市であり、数多くの事

業を行っている例として参考になる。中心市としての事務量は増加するが、

幅広い分野で連携の成果を上げていると認める。本市においても丹波市な

どの特に交流人口が多い市や既に連携している周辺市町とのさらなる連携

を図る上で有効な施策と考える。導入に当たっては中心市に対する抵抗を

和らげる意味でも天理市のように首長同士の事前の話し合いが必要である

と感じた。 



 

 

福知山市議会「 新 政 会 」 

行政視察研修報告書 

 

 

１ 視察日程  

平成２９年７月２０日（木）～２１日（金） 

 

 

２ 視察先及び調査項目 

（１）岐阜県中津川市 

「地域と大学の連携を進める中での地域づくりの取り組みについて」 

（２）三重県伊賀市 

  「伊賀市がめざす地域包括ケアシステムの構築に向けてについて」 

 

 

３ 参加委員 

藤田 守、井上 修、柴田 実、竹本和也、中嶋 守   計 ５名 

 

 

４ 調査報告 

   別紙のとおり 

 

  



別紙１                          会派「新 政 会」 

 

視 察 日 平成２９年７月２０日（木） 

視 察 先 

岐阜県中津川市 
人口   ７９，７７５人 （平成２９年４月１日現在） 

市面積  ６７６．４５ｋ㎡  

議員定数     ２１人 

調査項目 
 

施策・取組等 

 
地域と大学の連携を進める中での地域づくりの取り組みについて 

 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

 

１ 中津川市ＨＰによる事業の取り組み状況の事前研究 

２ 福知山公立大学との連携を進める中でのまちづくりの取り組みの 

 必要性と重要性から選定 

 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

 
１ 自治会・まちづくり組織の支援 

同じ市内であっても、意外に他の地域の取り組みを知らない。 

→情報共有：先進地の視察やまちづくり講演会・学習会の開催  

２ 地域活動団体支援・がんばる地域サポート事業 

地域課題に取り組む団体を資金面で支援（立ち上げ、絆づくり、協働各部門） 

→がんばる地域サポート事業：１４３団体＋２５団体（２９年度申請団体） 

３ 地域づくり型生涯学習モデル事業 

講座：地域住民と先生の座談会を開催、「いいね」や「悩み」を語り合う。 

４ 域学連携事業 

①大学生と大学教員が地域の現場に入り、住民とともに地域の課題解決や地域

づくりに継続的に取り組む。（地域×大学＝域学連携） 

＊域学連携の取り組み：かしも木匠塾、中京学院大学、岐阜大学、名古屋外

国語大学、至学館大学、その他（中津商業高校、中津高校、坂下高校等） 

＊域学連携事業成果報告会（Ｈ２９.２）→広く市民へ広報し、交流を深めた。 

②学生の持つ感性や行動力、大学教員の知識や経験を生かし、地域の活性化や

人材育成へとつなげるよう取り組む 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

 
１ 域学連携事業の成果 

★市内活動学生数（延べ人数） 

３，１８８人(26 年度)⇒４，６５７人(27 年度)⇒４，８１９人(28 年度) 

２ 域学連携事業の課題 

①地域と大学のマッチング 

②連携大学の連続性 

③地域の受け入れ体制 

３ 地域づくり全般の課題 

①長期的視点に立った取り組み 

②地域づくりの担い手育成及び若者等の地域づくり活動への参加  

③地域（総合）事務所との更なる連携強化 

 

◎生まれ育った中津川（ご縁ができた中津川）のために、戻ってこよう！という

子どもを増やす！（海から帰る鮭のように・・・） 



別紙２                           会派「新 政 会」 
 

視 察 日 平成２９年７月２１日（金） 

視 察 先 

三重県伊賀市 
人口   ９３，３６３人 （平成２９年４月１日現在） 

市面積  ５５８．２３ｋ㎡  

議員定数     ２４人 

調査項目 
 

施策・取組等 

 
伊賀市がめざす地域包括ケアシステムの構築に向けてについて 

 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

 

１ 伊賀市ＨＰによる事前研究 

２ 少子高齢化が進む中で、地域包括ケアシステムの必要性と重要性のため選定 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

 

１ 伊賀市のまちづくり 

伊賀市は、平成１６年１１月、１市３町２村が合併、合併時自治基本条例が

制定→住民自治の実践：自治会（２７７）、住民自治協議会（３８） 

２ 伊賀市がめざす地域包括ケアシステムの姿 

第３次伊賀市地域福祉計画（平成２８～３２年度）による。市域全体、地域

包括ケアシステムのエリア、自治協エリアを重層的に支援、コーディネートで

きる体制づくりを目指す。 

３ 地域包括ケアシステム構築に向けた取り組み 

行政が政策を示し、社協が地域福祉の推進母体として地域支援を積極的に行

い、その上で、社会福祉法人との連携強化を進める。福祉交通システムの構築

（移行）、社会福祉法人連絡会の立ち上げ等  

平成２９年度の取り組み 

医療政策→地域医療戦略（救急医療､在宅医療）の策定に向けた取り組みに

着手 

福祉政策→「我が事・丸ごと地域づくり推進事業」への取り組み 

４ “３つ”の機能強化 

➀保健・医療・福祉分野の連携：保健・医療・福祉分野の連携検討会の立ち上

げ、薬の連絡帳（進行中のプロジェクト） 

②自助・互助・共助のしくみづくり：地域福祉ネットワーク会議の設置（地域

福祉コーディネーター）、社会福祉協議会の組織見直し、就労支援の取り組

み 

③福祉総合相談体制の構築：福祉相談調整課の設置、医療福祉政策課の設置 

 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

 

１ 課題：「行政の覚悟」と「意識づくり」 

行政が何をめざし、何をしたいのかを示すこと 

⇒市民、地域、専門職、行政の意識改革、意識づくりが極めて重要 

２ 今後の取り組み 

①地域包括ケアシステム構築に向けた３つの施策を着実に進めること 

②地域福祉の取り組み→地域自らの実践に繋がる啓発を計画的に進めること 

③地域医療の取り組み→２０２５年以降の対策も視野に入れた在宅医療・介護

に関するデータの見える化に基づく戦略等の検討作業を進めること 

 



 

 

福知山市議会「 無 会 派 」 

行政視察研修報告書 

 

 

１ 視察日程 

 平成２９年８月９日（水） 

 

 

２ 視察先及び調査項目 

（１）東京都 荒川区 

「幸せリーグについて」住民の幸福実感向上を目指す基礎自治体連合 

 

 

３ 参加委員 

荒川 浩司 

 

 

４ 調査報告 

   別紙のとおり 

 

 

 

  



別紙                          会派「 無会派 」 

 

視 察 日 平成２９年８月９日（水） 

視 察 先 

東京都 荒川区   
人口 ２１４０８１ 人（平成２９年７月１日現在） 

市面積 １０．１６ ｋ㎡  

議員定 ３２ 人 

調査項目 
 

施策・取組等 

 しあわせリーグ 

 「住民の幸福実感向上を目指す基礎自治体連合」 

 

視察理由 
 

事前研究等の 

概要とそれに 

基づく調査項 

目・視察先の 

選定理由等 

 

私は、全世界的に厳しい社会情勢や本市の財政状況等を見た時に、一自治体だ

けでの問題解決には限界があると感じており、どうしても自治体間協働の必要性

があると強く感じておりました。 

これまでにも、個人的な議員等の繋がりや、明石市や尼崎市の市長さんとも、

あらゆる機会でお話をさせて頂きました。 

その中で、聞かせて頂いたのが荒川区で実施しておられます「しあわせリーグ」

の話でした。 

今回、どうあれ現地に視察に行かせて頂き、自治体間交流の糸口が見いだせれ

ばとの思いで、視察に行かせて頂きました。 

 

調査概要 
 

調査項目の施 

策・取組等の 

実施状況等 

 

 

 

 

 

１） 平成２５年６月 

しあわせリーグの設立趣旨 

幸せリーグ会長 西川太一郎（荒川区長） 

（１資料添付） 

２） 現在の幸せリーグ加入自治体数と傾向（平成２９年８月現在） 

加入自治体１００  （東京都が７割） 

（２資料添付） 

３） 荒川区総幸福度（ＧＡＨ）区民アンケート 

１ 健康福祉 ・２ 子育て教育 ・３ 産業 ・４ 環境・ 

５ 文化 ・６ 安全安心 ・７ 総合 ・８ 自由記述 

４） 第５回総会 

（３資料添付） 

５） 実務者会議 

（４資料添付）第１２回実務者会議 

★  以上の資料は、全てホームページに掲載されています。 

考  察 
 

本市での施策 

充実化に向け 

た可能性、課 

題、今後の調 

査取組方針等 

 

福知山市も前市長の時に、入会の手続きはされていた。 

具体的な関係は無かった様で、首長が変わると継続が途切れる例が少なく無い

様である。 

個人的には、当然に「幸せリーグ」に加入し、実務者会議で議論・研究・実践

されている様な行政課題を、自治体間交流で解決していきたいところである。最

近では、幸せリーグの全国連携プロジエクトの動きもあり、京都の市町村との連

携も進んでいる様である。また、京都大学と荒川区も連携されており、この動き

に早く合流出来るよう、働きかけていきたいと考えています。 
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